
1．はじめに

　あらゆる企業は変動する環境の中で存続成長
していかなければならない，中小企業も例外で
はない．そこで，企業の基本的方向を設定する
経営戦略の重要性はますます高まっている．成
長のための戦略をいかに策定し，実行していく
のかがきわめて重要な課題となっている．とり
わけ，グローバリゼーションの急速な展開，少
子高齢化の進展といった環境変化は企業が今ま
で当たり前と考えてきた戦略の見直しを迫って
いる．戦略の見直しなしに，企業の存続成長は
難しく，改めて戦略の意義を問い直すことと
なった．企業が他の企業と異なる差別的独自の
戦略を創造できるかどうかがますます重要とな
り，独創性をもつ戦略なしに今後の中小企業成
長は考えられない．中小企業は経済成長のエン
ジンであるとともに雇用機会の創造，地域への
貢献，自己実現の機会の提供といった多面的な
役割を果たしている．そこで，独創企業を考え
るためには戦略の視点からの考察が不可欠であ
る．
　中小企業は資本金，従業員といった規模の点
では小規模の企業であり，資源の面で制約を
もった企業とも言える．大企業と比べて量的に
も，質的にも資源が不足しており，不足してい
る資源を活用し成長を図っていく存在である．
限られた資源という制約のなかで自らのもつ技
術的，組織的強みを生かし，環境の中で生き
残っていく．

　中小企業にも多様なものが含まれる．大企業
に従属する存在ではなく，自律的に行動する存
在としての中小企業に注目する．また，新しい
製品やサービス，事業システムを創造する企業
に焦点を当てる．中小企業に独創性があるとは
一概に言えないからである．したがって，ここ
で，取り上げるのは常に成長をもとめ，独創的
であろうとし，社会に積極的に貢献する企業で
ある．こうした企業を取り上げることを通じ，
今後の成長戦略への指針が与えられるものと考
えられる．

2．独創企業とは

　独創企業とはどういう存在かについて考えて
みる．企業が独創的であるのは今までとは違う
ことをすることと考えられる．従来当たり前で
あることを改めて問い直すことである．それと
ともに他とは違うことをすることである．その
意味で独創は反省であり．差別化である．自ら
の居場所を問い直し，居場所を変更していくこ
とは独創につながる．
　独創的中小企業の条件についてはさまざまな
見解がある．その一つに，植田氏の見解がある．
次の 5 つの条件を挙げている①主体となる中小
企業自身が危機感を強く持ち自らを変えていく
努力を積み重ねていくこと．②経済環境の変化
をリアルに見つめ，自社がどういった形で対峙
していくのかを冷静に判断していること．③自
立的な事業展開を強く意識していること．④中
小企業の中小企業としての社会性を強く意識
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し，それをアピールしていくこと．⑤自社に不
足している点を自覚し，外部の資源を有効に活
用していること（植田，2004 年）．
　加護野氏の研究によれば，優れた経営を行っ
ている中堅企業の五つの共通点をあげる．①規
模は小さくても大きな夢を描いている．②他社
の気づかない領域に目をつけている．③独自の
プロセスを構築する．④実践を通じ組織の学習
能力を高めている．⑤小さなことを徹底する風
土をつくっている（加護野，2005 年）
　ベンチャー企業から大企業に発展したスー
パースター型の代表的な企業がソニーである．
ソ ニーの 創業者，井深大（い ぶ か　ま さ る：
ファウ ン ダー・最高相談役）が 起草 し た「東
京通信工業株式会社設立趣意書」で は 壮大 な
夢の実現を目指すのが企業と考え，創業者の
掲げるビジョンが創造性には不可欠である．
何のために企業を創立したのかは企業の成長
にとって重要なことである．しかも，そのビ
ジョンや精神を従業員に定着していくために
は文書化が不可欠である．
　独創企業を考える際の軸として何が独創的
か，認識される変化がどのぐらいの程度かをあ
げることができる．それは，内容と変化の度合
いを考慮することで，独創性を考えることであ
る．内容としては，製品，サービス，事業シス
テム，組織などが考えられ，変化の度合いとし
ては漸進的変化，画期的変化，全面的な転換が
考えられる．
　独創企業を考えるためには，企業が何をする
のか，誰が行うのか，いかに行うのかを考える
ことが重要である．成長戦略の観点からは企業
が「何を」（what）行うのかを中心とし，「誰
が」（who），「いかに」（how）を考察するこ
ととしたい．

3．成長戦略の考え方

　中小企業が成長するためには戦略策定がきわ
めて重要である．そこで，成長のための戦略，
つまり，成長戦略が必要である．他の企業と異

なる独自の戦略こそ成長にとって不可欠であ
る．
　経営戦略は「企業の将来像とそれを達成する
ための道筋」として定義することができる．企
業が「どうありたいか」「いかにしてたどりつ
くか」を決めることであり，企業の存在意義を
明らかにし，そのための道筋を決定することで
ある（青島・加藤，2003 年）．
　言い換えれば，責任を持って企業の将来像を
描き，将来像を実現するための筋の良い長期的
なシナリオを作ることであり，企業経営の成否
を大きく左右するものである．戦略とは，時間
的にも空間的にも，戦術よりも広い領域をとら
えたものでもあり，企業経営に関する「地図」
である．企業にとって，きわめて重要な決定で
あり，立ち止まって考えることである．企業が
どこまでを自社の範囲として行っていくのかが
重要である（ミンツバーグ，1999 年）．
　企業の経営戦略は環境の中で自らの基本的方
向を定め，それに対して資源配分を重点的に行
い，競争優位を形成・展開することである．そ
こで，何を事業とするのか，事業の組み合わせ
をいかに行うのか，いかに競争優位を獲得して
いくのかが戦略形成の重要な課題である．
　企業が戦略を策定するためにはまず，クリ
ティカルな環境要因を知ることが必要である．
外から見る戦略論である．まず，独創戦略を立
てるためには競争相手を知ることが重要であ
る．企業は特定の産業において他企業との競争
の中におかれている．この競争状況において優
位性を形成し，維持していくのかは重要な戦略
論の課題である．これは企業間格差の原因を探
ることにもつながる．この課題はポーターに
よって競争戦略論として展開されてきた．ポー
ターは産業に関する競争状況の分析を重視し，
既存産業内の企業間競争，潜在的競争相手の参
入障壁，供給業者 と の 力関係，買手 と の 力関
係，代替品の圧力といった五つの競争勢力に対
していかに企業が有利な位置を築くかを分析し
ている（ポーター，1985 年）．その意味で競争

（410）



�中小企業の成長戦略と組織・組織間関係（山倉）

分析が企業にとっての優位をもたらす出発点と
考えていた．外から見た戦略論と言える．競争
分析のみで，環境分析は終わらない．誰が顧客
であるのかの分析も不可欠である．企業の成長
にとって，顧客の求める価値を満足することは
重要であり，顧客価値の追求は必要となる．そ
こで，顧客のニーズだけでなく，顧客の未充
足ニーズの把握も重要である．顕在的であれ，
潜在的であれ，顧客のニーズに合った戦略を組
み立てることが大事である．しかし，顧客のニー
ズに適合するだけでは十分でなく，顧客のニー
ズを先取りしていく積極的対応も求められてい
る．その意味で，独創的であるためには，今の
顧客のニーズに合わせるのではなく，顧客の
ニーズを創造していくことが必要であり，独創
企業にはそのための取り組みが行われていると
思われる．
　独創的であるためには単に外部環境に適用す
るだけではなく，独創の源泉や先導的顧客との
適切な関係を能動的に構築することが必要であ
る．その意味で環境は創造されるのである．環
境を主体的にどう見るのか，どう捉えるのか，
の違いが独創性の違いをもたらす．経営者が環
境を脅威と見るのか，機会とみるのかの環境認
識の違いが戦略の違いをもたらすと言える．客
観的に見れば，同じように見える環境も経営者
の認識の違いにより再解釈されるのである．経
営者の環境の能動的創造がビジネスチャンスを
生み出し，従来の業界には存在しなかった製
品やサービス，事業システムを創出するので
ある．
　しかし環境の中で有利なポジションを構築す
ることだけで競争優位が形成，維持されるわけ
ではない．企業の内なる要因に注目することが
必要である．企業の競争優位の源泉に関して新
たな見方を提示したのが資源ベースの戦略論で
ある．このアプローチでは企業活動に必要な経
営資源の保有と蓄積に注目し，とりわけ，企業
にとっての特有の（firm-specific）差別的な経
営資源，企業の競争力の源泉としての資源・能

力，未利用資源 の 活用（E. Penrose），カ ネ を
出しても買えないことが多い（したがって，自
分でつくるしかない）・つくるのに時間がかか
る・複数の製品や分野で同時多重利用ができ
るといった特徴を持つ見えざる資産（伊丹）に
焦点を当てる（伊丹，2003 年）．その議論の延
長にあるのが VRIO 分析である．この分析で
は企業を経営資源の束としてとらえ，資源のう
ち，環境適応にとって価値ある，他企業にない
独自性をもつ，代替不可能な，他からは模倣す
ることがむずかしい経営資源や能力を重視して
いる．こうした経営資源・能力の保有や蓄積が
企業の競争優位や独自性をもたらすと考えるの
である．VRIO 分析では次の問いに基づき競争
優位をもたらすかどうかの判断を行う．
1．経済価値に関する問い（Value）
　その企業の保有する経営資源やケイパビリ
ティは，その企業が外部環境における脅威や機
会に適応することを可能にするか．
２．希少性に関する問い（Rarity）
　その経営資源を現在コントロールしているの
は，ごく少数の競合企業だろうか．
３．模倣困難性に関する問い（Imitability）
　その経営資源を保有していない企業は，その
経営資源を獲得あるいは開発する際にコスト上
の不利に直面するだろうか．
４．組織に関する問い（Organization）
　企業が保有する，価値があり稀少で模倣コス
トの大きい経営資源を活用するために，組織的
な方針や手続きが整っているだろうか（バー
ニー，2003 年）．
　資源アプローチに立てば企業の独自性，独創
戦略の形成は業界における有利なポジション
を占めるというよりも企業が時間をかけて蓄
積してきた経営資源をもっているか，蓄積する
かである．とりわけ，他の企業にとって，模倣
することも難しい，模倣をするにはコストがか
かる経営資源を持つこと，蓄積することが重要
となる．したがって，中小企業が持つ技術力や
ブランド力，経営力を長期的な視点に立ち，蓄
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積していく努力が独創性にとって不可欠と言え
よう．中小企業は資源の上での制約もあり，資
源を集中的に重点的に投入することが必要であ
る．とりわけ，中小企業の経営者の先見力に基
づく意図的な絞り込んだ経営資源の蓄積があっ
て，初めて，独創性の実現も可能となる．その
意味で，製品の基底にある技術力，ブランド力，
経営力が重要である．こうした，資源・能力は
コア・コンピタンスとも呼ばれ，他との競争に
勝っていくためには製品をめぐる競争に勝つの
ではなく，コンピタンスをめぐる競争に勝つこ
とが必要である．そこで，顧客にとって，価値
があり，競争相手が模倣することが難しいコン
ピタンスを保有し，蓄積していくことがますま
す重要となる．成長戦略を形成し，実現してい
くためには環境をきちんと把握するとともにそ
れにもまして企業にとって特有の経営資源の蓄
積と活用が必要とされる．

4．組織と成長戦略

　企業の独創性は所属している業界ごとに異
なっているが，製品，サービスが従来の製品や
サービスと比べてどの程度画期的であるのか，
改善が行われているのかが重要である．独創性
がどのようにもたらされるのかについては様々
な意見があるが，人および組織の重要性は無視
できない．企業にとって，価値があり，模倣す
ることが難しい経営資源を蓄積できるかどうか
が独創性にとって必要であるが，こうした経営
資源の保有や蓄積のためには，それを生み出す
組織，人と人のネットワークが重要である．中
小企業の場合独創性の担い手が経営者であるこ
とが多い．確かに優れた技術者が経営者である
ように経営者次第であるが，経営者の決定や行
動も組織という場で行われることも無視できな
い．
　組織は目的を達成するための人間の協働シス
テムであり，主体的意思をもった存在である．
成長戦略を明らかにするためには，組織を知る
ことがきわめて重要である（山倉，2007 年）．

　従来の成長戦略論では，「環境に対し，経営
資源を適合させる」という考え方をとってい
る．環境と資源との適合の観点から戦略を明ら
かにしている．しかし，独創企業の場合には環
境分析により，強力な競争相手がいるといった
脅威が存在したにもかかわらず，またその事業
分野に進出するために必要とされる経営資源の
蓄積において十分ではないにもかかわらず，独
創的な戦略を生み出す場合がある．また顧客の
ニーズが明らかでないにもかかわらず，そのた
めの資源が十分でない場合でも独創的な戦略を
生み出す場合がある．脅威をチャンスに変え，
弱みを強みに変える戦略がこれである．
　こうした極端な例を明らかにするためには，
環境をどう解釈するか，経営資源をどう評価す
るのかについての組織の仕組みや癖，考え方な
どについて知ることが必要である．
　組織は先ず目的を達成するためにメンバーの
仕事を分担し，分担した仕事の間の調整を行
なっていかなければならない．そこで組織は
分化と統合の仕組み（構造）としてとらえるこ
とができる．しかし，組織がどのような部門か
ら構成され，部門がいかに配置されているのか
を明らかにしただけでは組織の一側面を解明し
たに過ぎない．組織を解明するためには，メン
バー間あるいは部門間の情報の流れがいかに形
成・展開されるのかにも注目しなければならな
い．組織の根本にはコミュニケーションがある
のであり，組織における情報伝達，意思伝達に
注目することが重要である．組織を構成するメ
ンバーは多様なものの考え方や価値観をもつ存
在である．変動する環境の中で人々の協働を確
保していくためには，メンバー間で共有された
価値や思考様式に注目することが必要である．
いわばメンバー間で暗黙のうちに認められた思
考様式や価値，基本前提（組織文化）に焦点を
あてなければならない． また，組織は利害の
異なるメンバーから成る連合体でもある．組織
において利害対立は常にあり，それをいかに調
整していくのかが重要になる．パワーを中核概
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念として組織をとらえることが必要となる．
　中小企業が独創的製品，サービス，事業シス
テムを展開する場合，企業の内外の関係者の利
害が錯綜し，鋭く対立することがある．しかも
戦略的課題が重要であればあるほど当事者間の
利害対立は激しく，その解決をいかに図って行
くのかが重要である．そこで，パワーをキー
コンセプトとして独創企業の経営戦略を考え
ることが求められる．独創性を発揮するために
はパワーマネジメントこそ重要である．今まで
の成長戦略ではパワーを中心に議論が展開され
ることはなかった．企業の現実を知る者にとっ
て誰が支配しているのか，誰がパワーをもつの
か，パワーはいかに配分されているのか，どの
利害が貫徹し，利害対立がどのように解決され
ていくのかに注目することが重要である（フェ
ファー，2008 年）．
　パワーとは他の抵抗を排してまでも自らの意
志を貫き通す能力であり，自らの欲しないこと
を他から課せられない能力である．組織におい
てパワーは利害対立のある状況においてそれに
対処するために行使される．パワーを行使する
ためには組織における自らのパワーの源泉を見
極めることが重要である．組織という場におい
てなぜパワーをもつのかをさぐっていかなけれ
ばならない．まず不確実性への対処の観点から
パワーの源泉を明らかにすることができる．そ
れに加えてメンバーの組織の中の構造的ポジ
ションを考慮したパワーの源泉が考えられる． 
メンバーがパワーを獲得，拡大するための戦術
は様々である．その目的は自らの決定を合理化
し，正当化すること，他からの支持を獲得し反
対を沈静化することである．
　中小企業が成長戦略を展開するためにはパ
ワーの行使を通じていかに戦略案の支持を獲得
していくのかが問題となる．経営者の重要な役
割は，組織内外におけるパワーマネジメントで
あり，企業に課せられる戦略的課題に適切に対
処できる部門や人にパワーを配置することであ
る．自らの保身のためにパワーの配置を行うの

ではなく，戦略的課題を処理できる能力を持っ
た部門にパワーを配置することこそ重要にな
る．そのためには経営者は自らのパワーベース
をはっきりと認識し，それを有効に利用しなけ
ればならない．経営者によるパワーシフトが独
創企業にとっても必要である．
　また，シェンクが主張するように，戦略決定
におけるコンフリクトとその解決は重要であ
り，戦略決定を改善するための手法に注目する
ことが必要である（シェンク，1998 年）．その
手法 が，天 の 邪鬼 の 方法（Devil’s Advocate）
である．天の邪鬼とは，ことさら異を唱える人
のことをいう．戦略決定における異論や異質性
の重視である．しかし，戦略決定は大変組織に
とって重要で複雑，かつコンフリクトを内に含
む決定であるとすれば，むしろコンフリクトは
回避されるのではなく，それを直視しつつ，従
来の意見を問い直す意味でも重要であろう．

5．実行する戦略

　戦略は形成されるだけでは十分でない．それ
をいかに実行していくのか，戦略へのコミット
メントをいかにつくりあげていくのかは，もう
一つの課題として浮かび上がってくる．知る
ことと実行することは必ずしも同じではない．
IBM のガースナーの改革や日産のゴーンの改
革のキーコンセプトは実行やコミットメントで
あった．戦略は，実現されてこそ意味がある．
そこで，戦略を絵に描いた餅ではなくそれを実
現していくためには，いかに人々のやる気を高
めコミットメントさせるのか，人々のベクトル
をいかに合わせるのかは重要である．戦略を実
行するためには部門の壁を崩すこと，部門横断
的組織を作ることが重要であり，しかもそれを
サポートするトップのあり方も重要である．戦
略と適合した構造・プロセス・文化をいかに
作っていくのかが重要である．
　経営戦略の評価も重要となる．経営戦略は新
たな業績評価システムを必要としている．それ
は経営戦略と業績評価との相互関連の中でマネ
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ジメントシステムを構築していくことでもあ
る．その考え方はキャプランらによって提唱さ
れたバランス・スコアカードにまとめられてい
る（吉川，2001 年）．従来の業績評価は財務的
評価が中心であった．しかも事後的評価により
行われていた．近年の企業環境の急速な変化は
単なる事後的・財務的評価を超えた，事前的・
総合的評価が必要となっている．そこで新たな
業績評価指標が提示されており戦略やビジョン
と連動したマネジメントシステムとして展開さ
れるに至っている．バランス・スコアカードは，
顧客の視点・社内業務プロセスの視点・企業変
革と学習の視点・財務的視点という 4 つの視点
から企業の業績を評価する．従来の業績評価と
は異なり過去を表す財務的視点だけではなく，
将来を表す顧客の視点や変革と学習の視点をあ
わせて評価することに意義がある．単なる財務
的指標のみならず，非財務的指標を含むことに
よって将来の企業価値の向上や創造に貢献しよ
うとする意味で将来のあるべき戦略やビジョン
を実現するための行動指針としての意味も持っ
ている．
　経営者はバランス・スコアカードをモニター
することによって戦略やビジョンに基づき，財
務的指標と非財務指標のバランス，外部の指標
と内部指標のバランス，現在と将来のバランス
を決定することができ，そのことを通じて企業
価値をもたらす要因を識別することも可能とな
る．バランス・スコアカードの策定や実行のた
めには経営者のみならず管理者・従業員も含め
た全社的取り組みが必要とされている．業績評
価にもとづき，経営戦略を改善・変革していか
なければならない．

6．連携・ネットワークを活用した成長戦略

　中小企業が成長していくためには他企業や他
組織との共同で戦略展開をしていくことが求め
られている．単に他企業からの情報の獲得にと
どまらず，共同で製品，サービスを創造するこ
とが必要となっているからである．確かに，独

創性という観点からいえば他企業と共同するこ
とは自らの独自性を制約することであり，独創
性を捨てることかもしれない．しかし，現在の
経営課題は単に一つの企業だけの努力や能力で
は対応できないことがあまりに多い．そこで複
数の企業間の共同を通した創造が求められて
いる．近年の提携や M&A の隆盛に見られる
ように，他組織との関係は組織にとって戦略的
課題であり，その課題に積極的に取り組んでい
くことが必要である．経営戦略の独創性も他組
織との関係の中で形成・変革していく（山倉，
1993 年）．
　連携に関する議論は，なぜ，いかに連携が形
成され，実行されるのか，変化・進化していく
のかが主たる課題とする（山倉，2007 年）．連
携の形成は，まず提携がなぜ形成されるのかが
問題となる．この問題については資源依存・取
引コスト・学習の観点などによって取り扱われ
る．次に取り扱われるべき問題は連携パート
ナーの選択である．企業とパートナーとの資源
や能力の補完性や補強性が重要であること，組
織的一体化が行われやすいこと，組織間の文化
的適合性が指摘されている．しかし，それ以上
に重要な点は，いかにパートナーを発見するか
である．この点については企業のその時点まで
の経験の与える影響が大きいといわれる．それ
とともに企業がおかれているネットワーク･場
に強く影響されており，企業が埋め込まれてい
る状況を理解することが必要である．
　第二の問題は，連携のマネジメントである．
連携に関するコントロールの問題として主とし
て取り扱われ，①出資か非出資かの選択，②合
弁企業への出資比率，③合弁企業のトップ・マ
ネジメントの構成を巡る問題として論じられて
きた．また連携パートナー間の文化融合の問題
としても取り扱われている．それは信頼の問題
とも関連している．
　連携のマネジメントは学習とも関連してい
る．参加する組織間の資源や能力による交渉力
がいかに学習に影響を与えるのか，また学習が
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いかに参加組織の連携へのコントロールに影響
を与えるのかを考慮しなければならない．連携
をマネジメントしていくためには，経営者がい
かに連携にコミットメントするのか，連携を支
援するのかが必要である．連携の形成・展開に
おいて，プロデュース能力（様々な組織のもつ
能力や資源をまとめて一つの作品にする力）が
必要である．
　連携がいかに発展・進化していくのかは次の
課題である．連携は製品や組織と同じようにラ
イフサイクルがある．連携は提携の必要性を認
識し，パートナーを探索し，交渉し，協定を締
結し，それを実行し，展開していく過程であ
る．それはプロセスの視点から連携を見ること
である．連携の段階モデルとしてスペクマンら
の研究がある．連携の進化は学習と深く結びつ
いている．進化は連携に参加する組織が連携を
通じて知識や能力を学習する過程であるからで
ある．
　また，連携と競争優位との関わりは重要であ
る．スペクマンらの提示した連携コンピタンス
である．それは連携を形成し展開するための能
力であり，コア・コンピタンスと同じように組
織独自の能力であり固有の優位性をもたらすと
ともに他からの模倣が難しい能力である．この
コンピタンスを形成し，蓄積していくためには
連携担当者の役割は極めて大きいものがある．
中小企業は成長のために必要なすべての経営資
源や能力を持っていない．そこで，外部の資源
や能力を活用することが必要となり，外部との
ネットワーク作りが重要である．企業の境界を
超えたネットワークの形成は独創性の発揮に
とって不可欠である．しばしば独創のアイデア
は外からもたらされることがあるからである．
そこで独創のためのネットワークは経営者の人
的ネットワークの重要性とも結びついている．
企業と企業との直接的ネットワークとともに第
三者を介した間接的ネットワークの存在も無視
できない．こうした，ネットワークの重層化に
よりネットワークの拡大がもたらされる．すな

わち，多様で密度の高いネットワークの存在
は，中小企業の経営資源獲得の確率を高め，事
業創造を容易にする．ネットワークのあり方が
中小企業の活動に非常に大きな影響を与え，経
営者にとってネットワークが経営資源獲得の決
定要因となる
　中小企業が従来になかった事業を創造するた
めには，事業アイデアの獲得，事業コンセプト
の醸成，事業計画の作成，資金・技術の獲得，
人材獲得・組織の編成が必要であり，このプロ
セスはネットワーキング活動と互いに関係し，
事業創造の過程で情報交換のためにどのような
機会を最も利用したのか，交換された情報はど
のような側面でどの程度有用だったのかが重要
となる（忽那・山田・明石，2002 年）．
　中小企業が今後成長戦略を展開し，実現して
い く た め に は，環境創造・資源蓄積・組織理
解・他力活用が益々必要となる．

本研究 は 科学研究費基盤研究（Ｃ）課題番号：
19530328 の成果の一部である．
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